感染症対策等の学校教育活動継続支援事業実施要領


令和３年２月１日
総合教育政策局長・初等中等教育局長・高等教育局長決定　
令和３年３月　日一部改正

　学校保健特別対策事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定に基づき、感染症対策等の学校教育活動継続支援事業（以下「本事業」という。）の実施について必要な事項を、本実施要領で定めるものとする。


１．目的
　　各学校が感染症対策等を徹底しながら、夏季休業期間の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し研修に必要な経費を支援する取組及び児童生徒の学習保障をするための取組を実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができるよう、学校教育活動の円滑な運営を支援する経費を補助する。


２．補助対象経費の範囲
補助対象経費については、以下の（１）から（４）に示す範囲とする。

（１）補助対象となる学校種
国公私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び専修学校（高等課程）を対象とする。


（２）取組内容及び補助対象経費
本事業にかかる取組内容及びそれぞれの取組内容にかかる補助対象経費は下記のとおりとし、各地域における学校の様々な取組状況に応じて選択するものとする。なお、（ア）～（ウ）のいずれか、又は（ア）～（ウ）の複数を選択した場合でも、１校当たりの補助上限額は、下記（３）のとおりとする。（エ）都道府県事務費については、１校当たり補助上限額とは別に補助対象とする。

（ア）学校における感染症対策等支援
　　　学校の教育活動継続に際して、密閉・密集・密接を回避し、児童生徒・教職員等の感染症対策に必要となる物品の購入等に係る経費を支援する。
　　
（例示）
　　　・消毒液や非接触型体温計等の保健衛生用品の追加的な購入経費
　　　・教職員の負担軽減を図るため、教室等の清掃・消毒作業を外注するために必要な経費
　　　・教室等における３密対策として、換気を徹底するためのサーキュレーター及びＣＯ２モニター等の購入経費
　　　・感染防止の徹底のため、保健室等の衛生環境の向上に必要な備品等を購入する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
（補助対象経費）
消耗品費、備品費（据付費含む）、通信運搬費、借損料、雑役務費、委託費



（イ）教職員の資質向上のための研修等支援
　　　夏季休業期間の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し、その資質向上等を図るため研修等に参加等するための経費を支援する。
※　但し、任命権者や服務監督権者が計画して実施すべき研修等は除き、学校長等が認めたものに限る。
　　
（例示）
　　　・感染症対策等に資する研修に必要な経費
　　　・オンライン学習等に資するＩＣＴ研修に必要な経費
　　　・その他自己研鑽、能力開発研修等に必要な経費
　　
（補助対象経費）
消耗品費、備品費、通信運搬費、借損料、雑役務費、委託費、旅費、謝金、会議費


　　（ウ）子供たちの学習保障支援
　　　児童生徒の学びの保障のため、感染症対策等を徹底しながら、感染の状況や児童生徒の状況に応じた学校での教育活動や家庭学習を実施する際に生じる経費を支援する。
　　
（例示）
・家庭における効果的な学習のために用いる教材の購入等、児童生徒の学びのために必要な経費
　　
（補助対象経費）
消耗品費、備品費（据付費含む）、通信運搬費、借損料、雑役務費

　　　　　　　　　　　　　　

（エ）都道府県事務費
　　　　域内の学校設置者が行う本事業の適正な執行を図るために、都道府県が行う事務に要する経費を支援する。
　　
（補助対象経費）
消耗品費、通信運搬費、借損料、雑役務費、委託費、旅費、人件費














（３）１校当たりの補助上限額
１校当たりの補助上限額は以下のとおりとする。ただし、国立大学法人が実施する補助事業については、以下の表の額に２を乗じた額とする。
（単位：万円）
	学校種
	全国


	小学校
義務教育学校（前期課程）
	児童数
	1-300人
	40

	
	児童数
	301-500人
	60

	
	児童数
	501人以上
	80

	中学校
義務教育学校（後期課程）
中等教育学校（前期課程）
	生徒数
	1-300人
	40

	
	生徒数
	301-500人
	60

	
	生徒数
	501人以上
	80

	高等学校
中等教育学校（後期課程）
専修学校（高等課程）
特別支援学校（高等部のみ設置）
	生徒数
	1-400人
	80

	
	生徒数
	401-700人
	100

	
	生徒数
	701人以上
	120

	特別支援学校
	160

	高等学校（通信制課程のみ設置）
	40



注）
[bookmark: _GoBack]・児童数及び生徒数は令和２年５月１日現在のものとする。（令和３年度新設校や学校統廃合等により児童生徒数に大きな変動のある学校については令和３年４月現在とする）。
・予算の範囲内で、感染状況等に応じて追加配分を行う場合がある。
・義務教育学校前期課程及び義務教育学校後期課程は、それぞれ１校として算出する。
・中等教育学校前期課程及び中等教育学校後期課程は、それぞれ１校として算出する。
・夜間中学校（夜間学級）を併置する中学校は、夜間中学校を含め１校として算出する。
・全日制課程の高等学校、定時制課程の高等学校は、それぞれ別に算出するが、全日制課程・定時制課程を併置する高等学校は１校として算出する。
・通信制課程を併置する高等学校は、通信制課程を含め１校として算出する。
・高等部のみを置く特別支援学校は、高等学校に分類して算出する。
・分校は、本校とは別に１校として算出する。なお、分教室は本校に含め１校として算出する。

（４）補助対象となる期間
令和2年12月15日以降


３．留意点
（１）本事業経費の執行に当たっては、上記２．（２）（ア）学校における感染症対策等を支援する取組、（イ）教職員の資質向上のための研修等を支援する取組、（ウ）子供たちの学習保障を支援する取組に必要となる経費に限ること。なお、（ア）（イ）（ウ）の取組に当たっては、人件費、光熱水費は補助対象経費とならないので留意すること。

（２）学校設置者においては、本事業の目的に鑑み、感染症対策等を徹底する取組、教職員の研修等を支援する取組及び児童生徒の学習保障をするための取組を実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができるよう、当該予算を学校に配分すること。
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